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収穫逓増の経営と戦略的女性
一一中国を中心として一一
馬淑薄・清家彰敏
1 .緒言
工業生産における中国政府，企業の活動は，現在大きな変化の中にある。 1979年の経済改革以来，
中国は，強力な政府のリーダーシップで市場経済化を工業において進め，固有企業の戦略を拘束し
てきた。現在は，米国，日本， EUに対して工業において生産分業を拡大し，未曾有の巨大な世界
生産の場を形成した。この結びつきは，国家の壁を超えて，年々緊密になりつつある。また，中国
政府の知識経済化政策，インターネットの急拡大（890万人のインターネット人口：日本のインター
ネット人口を2000年内に超えると推測される）は，その巨大な世界生産の場をハイテク化，情報化
させつつある。インターネット上でのソフトウェア開発位I）も次々企画され，ソフトウェア売上は
90年代 9年間で80倍に達した。米国，日本，中国はインターネットでは一体化しつつある。オブジエ
クト言語の開発カでは，もはや日本は中国に追随できない（オブジェクトデザイン・ジャパン取締
役脇本亜紀）。
しかし，中国政府のリーダーシップ対象であった固有企業の経営はその効率の低下とともに，改
革を迫られている。政府のリーダーシップを拒否してきた民営企業の台頭が米日欧との世界生産分
業を実現した原動力である。乙れらの民営企業に対する政府のリーダーシップは，かつての固有企
業といった公共志向型企業（清家， 1999）に対するリーダーシップとまったく異なると思われ，新
たなリーダーシップの形が求められている。
かつて，工業生産の80% を占めた固有企業は，現在30% にまでそのウエイトが低下した。このこ
とは，中国政府の計画の失敗であり，そのリーダーシップは，固有企業以外の70% の工業活動に対
して向けられなければならない。本研究は以下の 4点を問題とする。 1 ）政府の機能はどうあるべ
きか， 2 ）固有企業の非効率は失業をはじめとして大きな社会問題となっているが，これを解決す
る経営戦略は何か， 3 ）特に，女性の失業は，男性以上に大きな問題となっているが，これを前向
きに解決する手段としての戦略的女性とはなにか， 4 ）男女の相互進化戦略とはなにか，である。
また，本研究は，政府の機能の限界と中国企業の現状を分析するプロジェクトの一環であるが，
特にその擦のフレームワークとして，世界経済の速度の経済化，収穫逓増の経営を問題とする。
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2. 速度の経済化と国家戦略の限界
1980年代， 90年代とデジタルネットワークが急速に進展した。企業をめぐる状況は，大きく変化
した。その変化は「速度の経済」の急進展であり，企業の「速度の経営」への移行である。世界企
業ほどその移行は速い。例えば トヨタ自動車 本田技研工業の自動車開発速度はここ数年で 2 倍
に上がってきている。 20数ヶ月かかっていた開発期間は， 15ヶ月を切ったと思われる。この変化は
世界のすべての産業に共通している（清家， 1999）。情報化の進展は「速度の経済j を加速する。
したがって，今後，事業速度が上がらない企業は敗者になるしかないと思われる。企業の改革，そ
の中での男性，女性の活動は 速度の経済の中で行なわれなければならない。この中で，例えば，
中国は政府主導で，経済を運営しようと試みている。これが社会主義市場経済化のアプローチであ
る。ところが，政府の機能については限界が指摘されている。
現在では国家は法的主体であると同時に，より経済主体であらねばならない（Gilpin, 1975）。経
済主体として成功しない政権は存在できない。 80年代の経済的遺産で大きな成功を収めたといわれ
るクリントン政権が高い支持率を維持できたことは 米国が経済主体としての成功をもっとも期待
されていることを実証している。
これは， EU の成立による巨大統合市場， 日本政府による数百兆円にものぼる不況脱出の公共投
資についてもあてはまる。経済主体としての政策行動，国家戦略が，国家の中心的政策であり，中
国も同様である。
国家戦略としての経済行為は世界のすべての国家において，次々実施され，その種類は増加し，
規模は拡大する一方である。このような過去類例のない種類と規模の政策が試みられたにも関わら
ず，世界経済における国家の地位は低下している。基本的に国家は，企業に比べて制約が多い。国
家の法律は企業のマニュアルよりはるかに硬直的である。国土は 明らかに世界を相手にする企業
より，空間的に狭い。
米国の大統領でさえ，世界市場で覇権を持っている米国の GE，マイクロソフト， GM，フォー
ド， IBM といった世界企業を十分に掌握することは，困難である。こういった企業のトップや意
欲的なリーダーは市場経済の原理にのって，国境だけでなく容易に国家の論理の枠をも超える。特
に標準化戦略は国家を超える｛珪zl EU，日本の企業も同様である。国家はそのダイナミズムにおい
ていかれる。
この中で，革新的なベンチャー企業 大企業は新たなダイナミズムとして収穫逓増の経営を構想
し， 1990年代大きな成功を収めた。それに対して，政府が管理する固有企業等は，世界の多くの国
で停滞し， 21世紀を迎え，社会改革の障害となってきた。
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3. 中国でのi収穫逓増の模索と修正人脈型エリート
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収穫逓増期の経営は， 5 型に分かれる（清家， 1999）。このうち，知識経済型ベンチャーと改革
を迫られている固有企業の経営戦略に関する収穫逓増経営（A型 B型 C型）について考察する。
また，現在中国のような急速に発展拡大する国家では 男性の関心は特に創業にあり，女性の関心
は固有企業における社会的安定と貢献にある。乙の両者の立場で米国の事例を取り上げ，その収穫
逓増経営が中国等で実践しうるかどうかを問題とする。最後にナショナル・イノベーショシ・シス
テムに係わる男女の機能としてより先進的なモデルとして「相互進化J を問題とする。
A型選別型収穫逓増モデル
収穫逓増期の製品のみを技術経営の対象とする。製品の売れ行きのグラフを微分してマイナスに
なっている製品を捨て，フラスのみをラインナップすることが考えられる。 GE の行っているポー
トフォーリオ戦略はこの原理であり，選別が行われれば，選別型収穫逓増が実現できる。多くの成
功している経営者は経験的に，このモデルを実行できると恩われるが，これを定量的，図示的に行
うことで有効性は増すことになる。このモデルの導入は 中国企業における今後の課題である。
B型 素材型収穫逓増モデル（サプライヤー型）
1980年代以降シリコンバレー他で成功例が輩出した。ベンチャー型収穫逓増モデルともいえる。
マイクロソフト，インテルといった企業で，マイクロソフトの OS に他社が寄って集って付加価値
を付けてくれ，収穫逓増が起こった。
デジタルネットワーク化の経営戦略により 従来であれば最終工程であったアセンブラーによる
ネットワーク支配が変化し始めている。例えば，インテル社はその MPU （マイクロコンビュータ）
提供に関して， 1980年代はセカンドソース生産という形で日本企業に主導権を奪われていた。その
ため，日本企業は日本的R&D 「ハイテク投資を大衆消費財で回収する」という戦略をインテルの
MPU に関して遂行できた。
マルチメディア化以前の製造業中心の経済において，競争優位は，生産における希少資源を内部
組織内で支配下におき，他社には使わせないことによって達成された。これに成功したのが70年代
までの米国企業であった（60年代米国型モデル）。これに対して，希少資源の支配を組織間関係
（周辺企業）まで拡張し 長期的関係を編成原理にし 成功したのが80年代の日本企業であった
(80年代日本型モデル）。
マルチメディア化が進展する経済においては米国型，日本型の両モデルが適合的ではないと考え
られている。その経営資源，特に希少経営資源として“知識”の存在が問題とされるのが，マルチ
メディア化が進む経済である。知識は外部に公開し その保有する知識がよりかけ離れた異質な知
識と結合させたときに，より大きな成功を関係企業にもたらすことが， 90年代広く知られるように
なった。
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ソフト化の進む情報機器，情報家電，通信等の産業では，自社ですべての製品を開発しようとす
る60年代米国型モデルの戦略， 80年代日本型モデルの系列ですべての開発を行うといったどちらの
戦略ととも異なっている。前出のマイクロソフト社の成功がその典型例であるといわれる。 MS­
DOS, W町DOWS95といったパソコンの OS （オペレーションシステム＝基本ソフト）等のみに資
源を集中投入することでパソコン OS については圧倒的なシェアを獲得する。パソコンにおいては
補完する他社製品と自社製品を組み合わせて使うととを前提とした戦略が大きな成功を収めたので
ある。その結果，収穫逓増の経済がその説明原理として登場した。
最終製品と自社製品との接続仕様を公開し，これがプラットフォームとなり，補完製品企業を競
争的に参入させる場となる。プラットフォームの場に参加する企業に 競って自社の製品と互換性
を持つ補完製品を開発させ，最終製品における成功を促す。この結果，自社の知識の枠を超えた応
用を，世界中の同業，異業を問わない多くの企業が，自由かつ柔軟に行うことを可能にする。この
結果当該企業は必然的に専業化する。専業企業では，多角化企業に比較して，意思決定は単純化さ
れ，意思決定過程は短縮される。このことが企業の意思決定速度の加速につながり，速度の経済を
もう一つのその支配原理とさせる。つまり「収穫逓増の経済」と「速度の経済」は一体化している
のである。自社の製品をめぐる補完製品群を体系的に組織化することに成功した企業がマイクロソ
フト，インテル等である。マイクロソフトには世界中の企業がよってたかつて付加価値を付けてく
れた。 60年代の GM （ジェネラル・モータース）や80年代のトヨタ自動車のような自社や系列の企
業に付加価値のすべてを取り込もうとする戦略ではこうはいかない。
「数百億円のハイテク投資でも数千万個の大衆製品で割れば製品 1 個あたりのハイテクコストは
微々たるもの」との戦略を行えるのはアセンブラーだけであり，サプライヤーにはこのような選択
は存在しない，との1980年代のイノベーションの概念は崩れた。インテル社等が行っているネット
ワークの管理に成功すれば，サプライヤーがこの戦略を実施しうる。
それは，日本のアセンブラーを生産技術の提供媒体と考え OEM （相手先プランド生産）を担
当する企業としてネットワークに参加させ，また米国の最終組立，販売メーカーを製品技術の提供
媒体と規定しネットワークに参加させ，その中で，自らが中核技術（MPU）提供者として主導的
な立場を取るのである。このネットワークはバーチャルコーポレーション（仮想企業体）と規定で
きるものであり，このバーチャルコーポレーション全体として「ハイテク投資を大衆消費財で回収
するJ という戦略を行い，各企業の取り分をインテル社主導で決定するのである。
このようなネットワーク戦略が収穫逓増のB型の原理である。中国では現在，外資との提携も踏
まえて，急速に固有企業離れが起っており，創業の関心は高まる一方である。乙のB型は中国で拡
大しつつある。
上記の速度の経済，収穫逓増の経営が，欧米日から中国都市部へと移転される。もしくは欧米日
のグループ経営の中に，中国都市部の各企業が内包されていく過程 これが現在の中国の置かれて
いる状況である。中国企業は現在大きな変化の途上にあり，多くの個人は，現在の軽率な意思決定
が将来を大きく左右しかねない場で活動をしいられている。さて，固有企業からベンチャー企業ま
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で，中国では女性がそれぞれ活躍している。このような激動期に置いては，戦略的発想を持った女
性が企業においては期待される。中国の企業の変化とその中での女性の新しい役割について，分析
してみよう。
固有企業約12万社は現在，大規模なリストラクチャリングの中にある。年間約 5 千社から 6 千社
は倒産しており， 20年もすれば国有企業は消えてしまうペースである。この中で，女性が男性に比
較して，下闘労働者（失業者等）として排出されやすくなっている。この背景には，都市の就業者
がここ 10年急増したが，男性は外資系企業，民営企業を志向し，女性は安定志向で固有企業を志向
したため，固有企業の女性が増加していたところに，リストラクチャリングが起こったことにも関
係している。
さて，固有企業にも成功している企業がある。ビール企業の燕京ビールは迅速な意思決定と大胆
な投資で成功を収めた。また，榔郡は組織の大胆なリストラクチャリングを行い，スリムな企業体
質を実現した。リストラクチャリングは燕京のように戦略から行い，組織はその結果として大幅に
変わる事例と，榔郡のようにとにかく組織をスリムにすれば，企業は成功できるといった事例とあ
る。中国は，計画経済の時代よりマネジメント・パイ・サンプルに慣れた国であり，固有企業の改
革は成功例が排出すれば，急速に進む可能性がある。
国有企業は現在中国の工業生産全体に占めるシェアは改革・開放が進んだ結果80%から30%以下
に低下した。すでに産業の主役は民営企業になりつつある。この中で，国有企業に進んだ女性は安
定志向であるが，高い専門性を持っており また民営企業に進んだ女性はよりアグレッシブである。
中国で成功している企業の代表としては固有企業の築凱，集団企業から発展した HAIER. ベンチャー
企業の連想，清華，北大方正等がある。
中国において，固有企業における成功者は一般に以下のような型であると思われる。ナショナル・
イノベーション・システムの協力者としての企業経営者像である。その条件は以下の 4 つである。
人脈型エリート
1 ）人脈が政府，海外派遣者，他企業トップと一体になっている。
2 ）キャリアは学歴，出自，交渉能力でほぼ決定される
3 ）社内の論理より，社外の論理，政治等をその行動の際，優先させる。
社内の内部経済より政治による外部経済が優先される。
4）計画とその達成は，経済状況への追随よりも重視される。
この型は，人脈エリート型ともいわれ，中国で最も成功するための条件でもある。つまり，政府
から企業までほぼこの人材で固められている。この条件に合えば，極めて若いときに昇進し， トッ
プまで40歳代でのぼりつめる。男性，女性を間わず，この条件を満たしておれば， トップまで昇る
ことが出来る。この型の人材にとって経営戦略は政策の従属変数である。
この条件は，現在でもエリートの条件として変わらない。しかし 市場経済化を実現する過程で
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別の型の成功者が登場しつつある。社外の人脈 論理に関係なく社内論理の体現者としての成功者
である。
このタイプには三つある。①マーケットの論理を社内に翻訳し，解釈して，社内で共有化し，リー
ダーシップによって成功するタイプである。②海外企業の下請けの論理を社内の論理に翻訳し，正
当化することによって成功するタイプである。例えば，米国の企業の論理を社内用に解釈して成功
する。③まったく自分の独自の論理で社内を説得し成功するタイプである。
企業は， 2 つの軸で理解できる。一つはリーダーシップの軸で「政策主導」か「自己創発」の軸
である。あと一つは，イノベーションの軸で「マーケットプル（市場優先）」か「テクノロジープッ
シュ（技術優先）」の軸である。この軸で中国企業を位置付けてみよう。それぞれ，政策主導の技
術型を I 型，自己創発型の技術型を E型，自己創発の市場型をE型，政策主導の市場型をW型と規
定する。
政府主導の固有企業で技術型企業は I 型になるが，この I 型の固有企業も他の固有企業と同様に，
中国国有企業の「単位J システムのままでは生き残れない。そこで，中国政府では，その産業が世
界的には大きな将来性を持っている時 グローパルアライアンスを行う形で I 型として進化，発展
させようとしている。いわば，修正 I 型であるが，修正であるだけに従来の中国の人脈型エリート
には馴染みゃすく，この変化はコンセンサスが得やすい。この事例としては中国電信の創設が挙げ
られる。これは修正 I 型で（修正人脈型エリート）である。この結果，修正人脈型エリートが要請
され，今後の中国の発展を主導すると思われる。従来の人脈型エリートの後継者である男女が再生
産される形で中心となる。
この修正人脈型エリートの機能は以下である。
修正人脈型エリート
①市場対応について，外資のノウハウと外資の人材，基盤を借りる。
②コア人材も海外に依存するか このコア人材と中国の若年エリート（人脈エリート型）のコラボ
レーションと相互学習が可能になり，新しい国際感覚を備えた人脈型エリートが再生産される。
③若年エリートは中国という枠を超えて グローパルに計画経済を欧米の市場経済，知識経済のサ
ポートを受けて実施できる。
④外国のコンサルタント，例えば証券企業のゴールドマレサックスとかが主導することが多い。
⑤基本的には中国の巨大市場を背景に，世界的規模で計画経済を，市場経済の原理に従って，中国
国内を中心に行う。
⑥将来的には，若年エリートは世界を舞台に課題することを狙っている。
このような修正 I 型の企業とエリートは一般に，目に見えない国家的な資産を持っていることが
多い。例えば，中国電信である。親（政府郵電省）の受皿的存在で，中国電信といった企業自体が
大きな国家的資産の“氷山の一角”であるというケースである。このような企業は，欧米日では，
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かつては普通に見られたが，現在はほとんど軍事産業以外には見られない。大規模的な公共主体の
一部の民間主体といった存在であり，実体に比較して対外評価は隠れた目に見えない資産で大きく
なる。中国電信はこの高い対外評価で，グローバルアライアンスを行った。このような企業を母体
として，外国資本の導入が行なわれるケースが多い。さて，中国電信のような企業を各公共部門が
設立し，外国投資の受け皿機関として外国資金を集め グローバルアライアンスが行なわれている。
この発展型は北大方正のような外国資本＋潜在資産型のベンチャーといった発展モデルもある。
これはE型であり，政策の意図が自己創発にとって代わられたと考えられる。しかし，研究開発能
力が極めて高い競争力を持っている北大方正の場合は，知的資産は別にして，他の潜在資産の意味
は徐々に弱まっていくと考えられる。
長春客車工場
中国は計画経済の成長は限界が来た。現在の中国や市場経済の先進国では長春客車工場は大きな
成果を，既存の計画経済型のやり方では上げることはできない。もはや，中国も計画経済による生
産は期待されていない。古いモデルになったのである。しかし，計画経済がこれから必要な国やプ
ロジェクトであれば，いままでの長春のやり方で成功できる。計画経済でプロジェクトを成功させ，
それが受け入れられれば，周知のごとく最も安くモノが作れることは知られている。いわゆる「計
画の成功j である。したがって，長春は，計画経済の強みが発揮できる国，分野へ進出することに
なる。アフリカ等である。しかし，第3世界が多いので投資 3分の l は回収できない。ところが，
中国政府とのその国の関係の緊密化が国家戦略になっていると，国による「保険」的支援が期待し
うる。変形E型である。
さて， E型の事例を見てみよう。 HAIER はE型の自己創発・市場型である。乙の HAIER のコア
テクノロジーの構築とそれをめぐる戦略の中心となったのは楊綿綿である。 HAIER のトップマネ
ジメント（執行総裁）であるが，彼女は中国でもっとも技術的に評価される貨を受賞している。そ
れは， HAIER の経営において，技術部門の責任者として，技術を市場化し，なおかつ国際標準に
合わせることで大きなイノベーションを家電産業において成し遂げた。これはハーバード大学のケー
ススタディでも取り上げられている HAIER の戦略の中核となった。
中国における成功事例として I, I, m型の企業とその経営戦略について分析してきた。この中
で，女性の活動が中国企業では顕著に見られる。 50人の中国の成功した企業経営者のうち， 5 人が
女性であることは前述したとおりである。次に，男性と女性の従来の女性労働研究の枠を超えた共
同の形があるのではないか，という点を知識経済化，市場経済化，グローバル化の経済変化の中で
模索してみよう。
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ι 固有企業の課題と新しいモデルの模索
大企業型収穫逓増モデルとして 世界に登場しており，中国の国有企業改革の課題に応えるモデ
ルが収穫逓増C型（清家， 1999）であると，思われる。これは，現在，出口が見えない国有企業改
革の目標として考えることが出来る。特に，中国においては，男性の関心が新規産業へ異常に向かつ
ており，彼らの関心を既存産業であり，すでに工業生産の30% を占めるに過ぎなくなった固有企業
に向けるのは無理がある。むしろ，固有企業を志向している多くの優秀な女性を中心に改革を行う
ことに合理性がある。その改革は収穫逓増であり 中心はグループ。経営である。 IBM 型と GE 型に
分けて考えることができる。製造業のサービス化戦略によって収穫逓増を実現する。オープン化す
る B型に対して，このモデルは企業グループの中で，サービス化する事によって成功を収める。
IBM 型は，ハードが成熟している事業においてもソフト，サービスは成長する可能性を持って
いる場合が多いと考える。ハードからソフト，サービスへと事業の軸を動かしていくことによって
成長するモデルである（注ヘ商品体系がハードからハードとソフトとサービスへと拡大することに
より，収穫逓増が実現される。
GE 型は，デジタルメンテナンスデータベースの形成と他事業からの学習に特徴がある。この場
合は，商品と事業システムが学習により変化していく。 GE においては，医療事業でデジタルメン
テナンスデータベースが形成された。医療においては 故障 苦情こそがビジネスのコアと位置づ
け，このメンテナンスにおいて 情報通信技術を駆使し メンテナンスシステムとナレッジデータ
ベースで同業他社に圧倒的な差をつけるモデルである俄へ
次に，変化したのが事業システムである。この医療のデジタルメンテナンスデータベースビジネ
スは，ジャック・ウエルチ会長の指示で全事業へのアナロジーが試みられた。これは学習であり，
他の事業部門は，この事業システムを学習，変化させることにより，自事業で収穫逓減になってい
る事業を収穫逓増させることになった。その事業の一つが航空機エンジンの事業である。医療事業
からの組織学習が行なわ，航空機エンジンのハードの事業は，保守用のセンサ，ソフトウェア，保
守サービス，メンテナンス，コンサルタントと展開した（住ヘこのようなメンテナンスサービスの
データは関係するすべての部門，企業に共有されてはじめて意味がある。このデータはロールス・
ロイスに対する決定的な競争の根源であり，日夜更新され，共有されてはじめて意味がある。した
がって，グループといった守秘が完全に期待できるとき，もっとも有効である。これらのデータベー
スはグループ企業以外には共有させがたい。上記が サービス化による収穫逓増のグループ経営で
ある。
中国においては，固有企業の改革が，現在行なわれている。この改革は生産における欧米日並み
の効率化は不可欠であり 外国企業 市場経済になれてきている消費者の欲求品質に答えうる改革
が重要である。この効率化と品質向上の要請に答えることは重要である。しかし，それだけではな
い。本業のサービス事業への展開も，計画経済に慣れた固有企業の変革の重要なポイントである。
ただ単に，サービス化を志向するのではなく，インターネット等の知識経済に立って， GE のサー
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ビス化の過程，グループ戦略について，固有企業はその成功の学習をすることは意味があると思わ
れる。
さて，中国企業は都市部を中心に大きく変化し，米欧日とインターネットを中心とする知識経済
で一体化される可能性を持っている。現在の中国企業の動向を次に分析し，上記の速度の経済，収
穫逓増の経営といった世界の変化を前提に，中国について考察してみよう。
中国では，輸出が2000億ドルに達しようとしている（輸入は約1700億ドル）。この多くは米国，
日本を中心とした工場下請的生産が多い点については前述した。この下請け的生産は，資本関係に
もとづく技術移転によって行なわれている。中国政府はこの輸出をより付加価値の高い構造にした
いと考えている。それが，科学技術と教育立国を国家戦略で，知識経済化による貿易の振興政策で
ある。欧米日との貿易構造の高度化をはかるこの中国政府の政策は 米国のベンチャ一等の世界戦
略とも結びついている。中国の都市部を中心とした膨大な知的人材，米欧日の研究者総数を上回る
ともいわれる科学者を世界のビジネスに組み入れようとの構想である。約100万にものぼる女性科
学研究者もその対象である。インターネット上でのソフトウェア貿易はすでに始まっている。
例えば，清華大学でのインターネット仲間の話題では，米国での NASDAQ での上場が話題とな
る。インドでは既に， NASDAQ での上場がおこって，一大ブームを国内で起したが，中国ではま
だ上場はない。清華大学の教官学生の問では「米国で上場して 大金持ちになる」が日常的な会
話となっている。インターネットで，ビジネス感覚において，中国の都市部は「米国感覚」になっ
ていることがここでは分かる。ある教授は「C to C を目標に（copy to China) J とも語る。米国の
インターネット上，その他で起こっているすべてのビジネスを全部中国のインターネット上でやろ
う，といった意味である。
さて，日米の企業にとっては，中国，インドといった人材が豊富な国には大きな関心がある。例
えば， 2000年，北京では，大学院生，大学生相手の起業家コンテントが日本の人材派遣企業 ゼネ
ラルエンジニアリング（東京）によって，行われる予定である。北京の50の大学が対象であり，賞
金は 1 等50万円で，中国での人材発掘を目的としている。
オブジェクトデザイン・ジャパン株式会社は米国による 100% 出資のベンチャー企業で，能力を
重視する会社であるが，その取締役脇本亜紀氏は，中国の人材のソフトウェア能力はすばらしい，
日本はオブジェクト言語の開発では既に追随できないと語っている。
上記のような知識経済化がハイテク，科学研究を中心に進むといった考えに加えて，もう一つ，
インターネットを中心に結ぼれた世界市場は「日常生活のライフスタイルを売るJ ビジネスさえ，
登場しようとしている。世界の家庭でブームになるのは，中華料理だけではなく， 5000年の中国の
ライフスタイルであるとも考えられる。この点でも，インターネット上でのビジネスで中国は大き
な可能性がある。そのライフスタイル産業の主役は女性と考えられる。乙の点について，日本経済
新聞（削）は以下のように述べている。
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ソニーやトヨタなどの巨大優良企業でも，はやりのネットベンチャーでもない， 21世紀の世界を
支える第三の企業群が姿を現し始めた。
今世紀末に起きた消費者行動の一大変化「消費革命」に民間に対応した企業である。先行する米
国では「ライフスタイル産業」とよばれ 年明け後 乱高下するネット関連銘柄をしり目に堅調な
株価を維持している。
趣味人向けのニッチ産業と映っていたかもしれない。しかし，ここへきて，ビジネスの新勢力と
して頭角を現し始めたのである。米国では21世紀を引っ張る新ビジネスとして位置づけは明確であ
る。
「ライフスタイル産業」が有望なのは， 90年代に入り，消費者の関心分野が大きく変わったため
である。 DC プランドに代表される「衣J，グルメの「食」に続き，「住J の充実に興味が移ってい
るのである。衣食が満足した今，消費者は最後のとりでである家を，寝てくつろぐための場所から，
楽しみ人生を充実させるための場所に変えようとしているとも言える。
変化したのは商品内容だけではない。消費行動も大きく変わり，「ライフスタイル」が商品の大
きいな選択基準になりつつある。産業名もこ乙から付いた。
一定の趣味や感性に基づき，生活の場全般を彩り，演出する（注7）。利便性や性能，社会的地位な
どから，テイスト（趣味や好み），ポリシー（方針），送り手のメッセージ（趣意）など，これまで
のビジネス用語にはないキーワード群。これがライフスタイル産業の本質である。
モノがあり，情報があふれるなかで，消費者とモノとのかかわりが新しい階段に入ったのである。
新興企業にとどまらない。消費者の変化に気づき，大手製造業でも「ライフスタイル」への注目が
ヒットにつながる例が目立ってきた健へ
上記のようなビジネスがインターネットの繋ぐ場で，世界的規模で行われるのが知識経済であり，
中国都市部の企業と生活者はその段階に達している。固有企業の転換，ベンチャー企業の創出も乙
のような視点が今後益々重要になると思われる。
5. 計画の失敗と日本の女性活用
多くの国家にとって，社会的公正の達成はもっとも根源的な目標であると思われ，経済的成功は
この制約の中で実現されうるものであると考えられる。第 2次世界大戦以来，先進国は「経済発展j
と「社会的公正」が互いに両立する社会システムを確立しようと常に試みてきた。十分に市場メカ
ニズムを発揮し，公平な競争原理に従い経済を発展させ，国民の合法的権益と人格尊厳を守り，合
理的な税制によって社会福祉を増進し，社会保障制度を確立，所得の二極分化が起こらないように
することは多くの政府の常なる課題であった。
今後，経済発展を図ろうとするすべての国々は，経済発展と社会的公正の間でバランスをとるこ
とを国際的にも，国民への説明義務の上でも宣言する必要があるとも考えられる。いずれか一方が
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軽視されると，社会的不安定をもたらす恐れがあることは経験的によく知られている。経済の発展
は社会福祉を維持，社会的緊張を緩和させる中で実現されねばならない。そして経済の発展を促進
させるためには，競争原理の導入による市場経済原理の遵守が重要であるとの認識が急速に広がっ
ている。
中国，旧ソ連，東欧等の旧計画経済の国々では， 1970年代， 80年代国家，企業経営などにおいて
非効率性，低生産性，製品・サービスの質の低下，労働意欲の減退などが多発し，成長と技術進歩
の停滞が起こった。いわゆる「計画の失敗」である。このような国々では，市場メカニズムによる
経済の自律的調整を実現することが，経済発展の促進化につながると思われる。
さて，市場経済の発展は，その機能として公平な社会の実現を約束する訳ではない。これは多く
の市場経済を発展させてきた国家 例えば米国等の経験から学ぶことができる。むしろ，市場経済
化は社会的公正の実現の上では，逆機能となった事例が観察される。社会的公平を踏みにじり，国
民に耐えがたい苦悩を与えることさえ考えられる。例えば，人の合法的な権益の侵犯，利益最優先，
失業率の増加等である。こうした行為は社会の不安定をもたらす要因となる。したがって「市場の
失敗」にたいしてはある程度非市場的な公共の介入あるいは計画による調整が必要であると思われ
ている。その役割をもっとも荷ってきたのは政府である。
日本においては，女性に関して「計画の失敗J が起こったと考えられる。日本企業での非合理的
と思われる男女賃金制度，雇用システムなどの問題である。この点について考えてみよう。現在政
府が計画的に介入はしないと，国際化，知識経済化，市場経済の中で女性に関するマイナス評価が
世界，特に女性幹部が多い中国への日本企業の進出に大きな悪影響を与えると考えられる。
インタビューによる日本女性管理者の活用の状況は以下である。製造業を中心に業界の標準的な
企業を選んでインタビューは行った。外資系のユニシスでさえ，女性管理者は少なく，日本の女性
管理者登用が企業では少ないことが分かる。しかし，インタビュー者の大多数は「人事部門として
も，今後はそれを改善してきたいJ との考えを述べた点は，注目される。今後の女性登用は増える
ことが予測される。
日本ユニシス株式会社
全従業員数 6597人（1999年 4 月 1 日現在）
女性従業員数 809人
女性従業員比率 12.3% 
全管理職数
組織長（部長，室長など）は約300入
管理職手当受給者は約1500人
女性管理職数
組織長は 0 人
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管理職手当受給者は約30人
女性管理職比率 2% 
パート・契約 200人～400人程度
女性のパート・契約 20人～40人
日本ユニシス株式会社は米国企業と合資で，パソコン関連の外資系企業である。全従業員の中の
女性社員比率は12.3%，女性パート・契約は10%である。全管理職の中に女性管理職は2%を占める。
2%であるが，インタビューした会社の中で，女性管理職の比率は最も高い会社である。ソフト産
業で最も多く求められているのは，大学や大学院を卒業した技術者である。高い専門性が要求され
るソフト産業において，多くの女性は技術系に就職し，その分野では評価しやすいので，男性と同
様に昇進できるようになってきたと考えられる。また，女性正社員比率はパート・契約社員比率よ
り高い。ソフト開発のような技能の企業特殊性が高いほど，外部労働市場から必要な人的資源の調
達が困難であるほど，企業は人事戦略として人的資源の内部化を選択する傾向を高める。これはユ
ニシスだけでなく女性におけるソスト産業雇用の特徴といえる。
さて女性従業員は 8割以上社内結婚で，結婚・育児により退職の女性が少ない。男に関係なく専
門技術人材の養成のコストは高い。女性補助労働と異なって 高い専門を持っている女性従業員は
退職すると企業に対して大きな損失になる。また 一つの要因として，米国企業の理念の影響で
男女問わずに能力を重視する傾向がある。女性たちは男性と同じように能力を発揮でき，成果に応
じて公正な評価され，転勤の恐れが少ないため，仕事を続けられる。
しかし，女性は管理者向けのに対する社内教育訓練では差別されるためか，男性と比べて管理職
は極めて少ない。さて，現代企業における管理者育成手段としては， OJT (on-th吋ob 回ining）が
重要である。その結果， OJT を効率的に行うために，同一企業のなかで，やさしい仕事から難しい
仕事に至る仕事群，つまりキャリアが形成される（小池， 1991) 。昇進選抜をどのようなかたちで
行うかは， トップ・マネジメントの「育成」とも密接に関連している。一般に，企業は将来の幹部
候補生を育成するために 彼らを早期に選抜したいという志向性をもっている。一方，企業は「投
資効率」を重視する。その結果 女性は管理者適齢期に育児等で仕事に専念できないことを理由と
して，女性は最初からやさしい仕事に位置づけ，早期選抜の対象から外してしまった。このことを
多くの女性は知っており 多くの女性は昇進に対して強い期待をもっていない。したがって，女性
は管理者になるべく努力をしない。このような悪循環で女性管理職比率は外資系企業であるユニシ
スでも 2% にすぎなくなってしまった。
中国では，「最終学歴の教育内容J が現在の仕事を効率的に実施するために最も重視される。一
般に，「専業対日」（専攻によって就職や転職先は決める）である。日本と異なって，最初に学歴，
専攻によって仕事の内容を決め，男女に関係なく職務に配置されている。昇進は学歴，資格，その
分野の勤務年数，人脈等によって決まる。固有企業の女性従業員はすべて正社員として定年まで働
くため，退社による「非投資効率j がほとんど存在しない。したがって，日本の女性と比較して中
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国女性は貯蓄された専門技能を生かせ，昇進機会が多いため，昇進に対して意欲が強い。次に製造
業特に日本経済の発展を支えた基盤創造型企業である住友重機械について分析する。
住友重機械工業株式会社
全従業員数 5330人（1999年 11 月末日現在）
女性従業員数 386人
女性従業員比率 7.2% 
全管理職数 1068人
女性管理職数 0人
女性管理職比率 0% 
契約社員，パート数値 不明
女性従業員は全従業員の7.2% を占め 女性管理職比率は 0%であった。全管理職数1068人の中，
女性一人もいなかった（2000年 5 月現在 2 名の女性管理者が生まれた）。造船・重機械といった現
場に近い仕事が多いため，女性の職場が限定され，女性管理者は期待されない。 5330人の従業員を
持っている日本の中核の大手重工業会社で昇進上に大きな男女差別が存在することが分る。
女性従業員の半分以上の人は社内結婚で，結婚後企業で女性が辞めるケースが多い。この事例は
製造業の基盤創造型企業は保守的であることを示している。
次に同じ製造業でも自動車産業という大衆商品の企業をみてみよう。サンコールはトヨタグルー
プである。
サンコール株式会社
全従業員数 462人
女性従業員数 62人
女性従業員比率 13.4% 
女性管理職 0人
女性管理職比率 0% 
全嘱託・パート数 63人
女子嘱託・パート数 60人
全派遣社員数 約 150人
女性派遣社員数約 120人 （毎月変動しますので正確に集計出来ない）
トヨタ自動車の系列企業で，女子嘱託・パート，派遣社員数は女性従業員数の 3倍に近い。女性
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従業員比率は13.4% しかなかった。全労働者数の半分を占める女性の中 管理職は一人もいなかっ
た。総合職に女性が極めてすくない。単純の組立作業で，数多くの女性が補助的労働として働いて
おり，ライン作業の主流は中高年の女性パートタイマーに将来移るともいわれている。しかし女性
の活用をみると，まだ男性の補助業務が中心である。
結婚退職する女性はほとんどいないが，出産育児による退職が女性従業員の退社理由のが半分以
上である。結婚後も仕事を続ける一つの要因としては，賃金制度で男女賃金の差がほとんどないこ
とと考えられる。
企業規模が大きくなるほど結婚，出産育児退職が多い。また，産業別にみると，製造業女性は定
着惑が高く，就業継続が容易であると考えられる。
次に食品関係という女性になじみの多い産業を分析してみよう。
日本水産株式会社
全従業員数（陸上） 1389人 （他に500名弱の船員・事業員）
254人女性従業員数
女性従業員比率
全管理職数
18.2% （陸上のみ）
450人
女性管理職 l人
女性管理職比率 0.22% 
パート・契約社員約 980人
うち女性は 8 割程度
全社員の内，女性従業員数は18.2% に達し，その中の 7割あまりはパート・契約社員である。管
理職の女性比率はわずか0.22%である。現在，第一次産業である農業は女性が多く，加工も多くの
女性パート社員に依存している。それなのに食品業では，製造業と同じように女性は補助的労働に
強く位置付けられている。
女性従業員の社内結婚は 8割を占める。男性は仕事の異動，移動が多いので，女性は結婚，育児
によって退職をしいられる。
次に医療関係といった女性が活躍しやすいと思われる産業について分析する。
エスヱス製薬
全従業員数 1681人
女性従業員数 172人
女性従業員比率 10.2% 
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全管理職者数 276人
女性管理職者数 0人
女性管理職率 0% 
全パート数 180人
女性パート数 170人
全契約社員数 IO人
女性契約社員数 IO人
中高年女性社員の数が多く， 若い層の女性従業員は少ない。日本の他産業に比較して，社内結婚
はわずか l 割程度で，社外の医者と結婚する女性が多い。女性の多くは薬学の専門職であり，会社
から辞めさせられるケースは少ない。結婚退職するケースは減少してきでいて，この産業では自立
した女性が多いと考えられるが管理職はゼロであり 専門職でも管理職になることが日本では難し
いことを意味している。。
次にトイレタリーという女性が最も関係深い産業を分析する。
花王株式会社
花王では管理職の定義をリジットに規定しておらず E職の人員をもって管理職と規定している。
E織とは社員のうち， 15%程度の Executive 層の意味で，その下のL職（Leadぽ）， s 職（Sta町の
上にあり，社員としては最上級になる。残業手当てがつかなくなるのはL職からで，明確なマネー
ジメント層としてはE職が担当になる。各階層はさらに 2段階に分かれており，それぞれのステッ
プアップの過程で昇進の査定がある。
具体的な内容としては，
全従業員数 7446人
女性従業員数 951人
女性従業員比率 13% 
《99.4.1現在の花王（株）雇用の社員》
全管理職数 1125人
女性管理職数 9人
” 比率 0.8% 
《99.4.l現在の花王（株）雇用のE職社員数》
花王は，日本を代表する企業であり，女性市場が前提であるが，女性管理現載の数の少なさは予
想を大きく下まわった。次に，女性がなぜ日本企業は少ないかの分析もふまえて，キリンビールを
とりあげる。
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キリンビール
全管理職1216名のうち，女性管理職は 5 名である（1999年 6 月 30 日現在）。管理職にふさわしい
能力を有し，全国どこでも勤務できる社員であれば，性別・学歴を間わず管理職任用試験を受験す
る機会がある。大ヒット作「秋味」を開発した女性研究者は 8 年後の今，部長になっている。
女性管理職の人数が少ないのは 勤務地を限定せず能力を発揮したいと希望している女性社員が
少ないことが理由の一つであるが，徐々に希望者は増加してきでおり，管理職に近い資格の女性社
員も増加している。
また， 2000年には人事制度を改定し，全国に転勤はできなくとも一定範囲の転勤ができれば管理
職に任用できるコースを設定した。
1999年 4 月の男女雇用機会均等法及び労働基準法改正に伴い 一部工場で女性社員の深夜勤務の
試行を行っている。社員の家庭人としての側面に配慮した運用に努めている。
このような努力にもかかわらず，世界的にみて日本企業の女性管理者は桁はずれに少ない。日本
企業においては不況が女性進出の障害となっている。また 中国 ロシアなどでは，市場経済への
移行における女性の失業が問題となっている 社会的保障制度，失業保険制度の強化などで政府は
主体的役割を行使するべきである。企業の内部経済を合理化するために国家は企業の外部不経済を
容認，処理すべきと考える政策担当者は多い。しかし，男女とも社会へ進出する社会の実現に政府
は重要な役割を果たすべきである。
本稿では，どのように男女共同参画するべきかということが，一つの課題になっている。制度の
多様性があることによってモデルの多様性は生み出される。本稿は中国と日本における現状の諸社
会制度を越えて，市場経済体制を前題とした経営戦略の視点で新たな一般的な男女進化型モデルの
構築を模索する。
6. 異質な知識と相互進化
20世紀初頭から， 1960年代まで 欧米の経営はサイモンの情報処理モデルで説明されてきた。こ
のモデルは，基本的にはもっとも優れた一人の人聞がすべての意思決定を行い，他の組織構成員は
その伝達と実行を行うにすぎないといった理念型で表現できる。フォードの創業者ヘンリー・フォー
ドと T型の巨大工場は，その体現者と理念型工場であった。また，米国の大企業モデルは大陸横断
鉄道の時間どおりに，すべての列車と構成員を縦横に動かせるシステムとして，巨大な階層型モデ
ルとして登場した。乙の 2 つのモデルのもっとも協力的かつ同質的組織構成員が男性であったと思
われる。この 2 つのモデルは異質な人材の混在を本質的に拒否する可能性がある。
上記の 2 つのモデルにおいて 女性を組み入れる試みは， 20世紀前半，米国，欧州，中国，ロシ
アで異なる方法で行われた。米国においては，男性に対する補完から共同まで多くの男女関係モデ
収穫逓増の経営と戦略的女性 -55-
ルに対する実験が行われた。欧州においては，伝統的価値観を女性に合わせて変化させることに対
する抵抗と成熟した社会に特徴的な自制的対応が行われた。ロシア（ソビエト連邦）においては，
計画生産と大量生産方式の米国からの学習の影響もあって，量産を担う労働力の確保であり，その
発展としての標準的な作業者と購買者の形成の手段としての女性，その大工場のインフラとしての
女性の労働力化であった。中国はこのロシアに続く成功例である。
どのシステムも女性の活用といった視点では1970年代の消費社会を迎えるにあたり成功とはいい
がたい。欧州は理念と伝統のジレンマ ロシア 中国はサービス経済化のなかでの試練におかれた。
米国は株主反革命，消費者運動等で多くの問題を残した。基本的に女性の存在は，サイモンモデル
の異質な存在を拒否する構造に，拒否される可能性を常に残しているとも考えられる。同質化する
組織は急速に適応力を失っていく。
サイモンモデルの次のモデルとして登場したのが，多国籍企業である。このモデルは，基本的に
異質さを他国に求めた。日本という異質な知識の登場は資本主義経済を活性化した。
しかし，この組織外に異質な知識を求めるモデルは，異質な存在を探索するモデルであった。こ
のモデルは， 60年代における先進的な特に外国籍企業を中心とした欧米の企業に受け入れられ，複
合企業，戦略型企業，情況適応理論として，広く 1970年代のモデルとなった。前述したように，こ
のモデルを発展的に受け入れ，グローバル・ポーダレス世界への転換の可能性を模索することが，
国際経営研究の対象となる。
異質さを探索する構造として，マイルズ・スノーの戦略型モデルが存在する。労働者の外国人へ
の代替，他国とのゼロサムによる総生産の分割といったネガティブな視点を前向きに解消し，「パ
イを大きくする国家問の意思決定における連鎖構造J の実現である。先進国による進出，途上国に
よる挑戦の連鎖が，新しい知識の創造につながる企業は欧米日において次々増加した。この構図を，
進化論を借りて説明してみよう。
「相互進化」とは進化論における概念である。 2 つ以上の種の間での 進化のポジティブな相E
作用をあらわす。例えばAと B といった 2種の聞での相E進化とは， Aの進化がBの進化を助長し，
またBの進化がAの進化を助長し，それが繰り返される，といったスパイラルな相互関係を指して
いる俗的。
企画，研究部門でアイデアを次々だしていく欧州企業，政治的，規制に優れた米国企業，このよ
うな企業がもっとも創造力を発揮しやすい環境は 生産に優れた日本企業というパートナーに恵ま
れることが重要であった。そのパートナーとの関係が単なる補完的関係ではなく，相乗効果，相互
学習，相E創造をもたらすとき，それは相互進化の関係であると思われる。
1970年代，サイモンの情報処理モデルは情況適応理論として構築された。このモデルは，環境変
化に対して優れた一人の人聞がすべての意思決定を行い，他の組織構成員はその伝達と実行を行う
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にすぎないモデルである。 1960年代から米国企業の経営者は，その体現者であった。また，米国の
大企業モデルは，すべての事業と構成員を情況に合わせてに組み替えるシステムとして，多国籍企
業モデルとして登場した。この 2 つのモデルのもっとも協力的かつ異質な組織構成員が現地法人の
外国人であったと思われる。この 2 つのモデルは異質な人材の混在を内包できる可能性がある。
上記の 2 つのモデルにおいて，さらに重要な知識創造者としての女性を組み入れる試みは，米国，
欧州，中国・ロシアで異なる方法で行われた。米国においては，男性に対する挑戦的存在として，
その場を要求した。欧州においては，伝統的価値観を女性に合わせて変化させるといった静かな変
化であったと思われる。これらは社会保障と連動した変化であった。ロシア（ソビエト連邦）にお
いては，計画生産と大量生産方式の，量産を担う労働力の基幹は男性であった。消費拡大，急増す
る社会のサービス化へ女性が投入された。しかし，女性の地位は低いままであった。中国はこのロ
シアとは異なりすべての産業に男女平等を実測した。
どのシステムも女性の活用といった視点では21世紀を迎えるにあたり成功とはいいがたい。欧州
は雇用と社会保障のジレンマ，ロシア 中国は前述したように市場経済化のなかでの試練におかれ
ている。米国はもっとも成功したモデルと考えられるが，その成功は知識経済を中心としたニュー
エコノミーの成功の反映とも考えられ，今後多くの問題を残しているとも考えられる。基本的に女
性の存在は，サイモンモデルの異質な存在を拒否する構造に，拒否される可能性を常に残している
とも考えられる。
サイモンモデルの次のモデルとして登場したのが，野中郁次郎である。このモデルは，基本的に
知識創造の主体を，組織内に分散した。乙の時点で，一人の伝達体系としての組織という概念は崩
れたのである。ところが，乙の野中のモデルはもっとも女性を受け入れない日本型企業の説明概念
であった。
しかし，この組織内に知識創造主体を分散させるモデルは，異質な存在を内包させるモデルであっ
た。野中モデルは矛盾を内在していたのである。同質な構成員を前提とした日本企業モデルから創
られながら，異質な存在の受容をその進化の方向としている矛盾である。このため，このモデルは
異質な人材を積極的に成長の糧とする企業に受け入れられる乙とになった。 90年代における先進的
な特にシリコンバレーを中心とした欧米日の企業に受け入れられた。知識経済，知識創造型企業，
分散型意思決定組織として，広く 21世紀のモデルとなる可能性がある。
前述したように，このモデルを発展的に受け入れ，女性資産を活用しうる構造への転換の可能性
について，中国・ロシアが研究の対象になる点についての裏付けの一つは乙乙にあると思われる。
異質さを前向きに捉える構造として 相E進化モデルを構築することができると思われる。男性
の代替，男性とのゼロサムによる社会ポストの分割といったネガティプな視点を前向きに解消し，
「パイを大きくする男女の意思決定における連鎖構造J の実現である。女性による問いかけ，男性
による問いかけの連鎖が，新しい知識の創造につながる職場は欧米自において次々増加している。
中国，ロシアの男女平等型社会はこの点では欧米日よりはるかに先駆的であった。コンテンツ的に
極めて優れた創造を行う存在同士はその競争的な関係で成長しあう乙とができる。
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また，コンテンツ的に優れた人材を，その文脈を転換させることによって成功させるコンテキス
ト型人材の存在も相互進化である。例えば，版画家が，素晴らしい陶器創造の芸術家に新しいイン
スピレーションを与え，自らの版画といった創造の場へと拡大させ，その結果，自分自身も成長し
たといった事例である。
このとき，お互いは，相手の思考のスタイルに特化させることで，容易に明確な達成目標を決め
うる。一般に目標設定は考えられているほど容易なものではない。生物がその進化の方向を決定す
るとき，その鋳型ともいうべき存在があれば，進化は極めて合理的に進み，試行錯誤，淘汰等によっ
ておこる多くの無駄は，一挙に節約される。それと同様である。相互進化の相手が鋳型を用意し，
自らを特化させることが目標になる。その目標が達成された結果，その達成された自分が，パート
ナーである相手の鋳型となる。相手はその鋳型に 向かつて特化進化してくる。この繰り返し
がスパイラルに起こる。この構図を，進化論を借りて説明してみよう。
企画，研究部門でアイデアを次々だしていく女性が増加している。このような女性がもっとも創
造力を発揮しやすい環境は相E進化の目標鋳型となるパートナーに恵まれることが重要である。
その成長の鋳型であるパートナーとの関係は，単なる補完的関係を超えて，相乗効果，相互学習，
相互創造をもたらすとき，それは相互進化の関係であると思われる。
知識経済化は大きく社会を変え，市場と組織は大きな転換期にある。テレビ等の家電はデジタル
情報を処理できるようになる。ついでこれらの機種はネットワークで結ばれ，コンビュータネット
ワーク内でデジタル情報として一元管理される。知識経済の特徴は，これらのデジタル情報は，社
会に存在する科学技術から芸術・文化・工芸 生活 そして産業まですべて同じデジタル情報とし
て扱えることにある。異質な知識による相互進化は I T （情報通信）を媒介するときグローバルな
ものとなる。野中郁次郎は「人と I TのシンセサイズJ という表現をしている。（註7）乙の人とは外
国人から，男女への異質さを求める経営の対象である。
遺伝子工学の最先端情報から，農村の伝統芸能まで，まったく同次元の情報として処理できる。
「デジタルの海」といった場がそこには広がっている。デジタルの海の広さは，その情報の数では
なく，関係の数で規定される。ネットワークの経済の原理がこの海の大きさの単位である。
したがって，情報の個数が増加すれば，関係数は級数的に増加する。もし，デジタル情報の創造
数が人口とその歴史に比例するとすれば，国家にとって知識経済で勝者になる道は，囲い込める人
口の数と国家の歴史の古さ（時間）の積がつくる総数，そしてその総数からネットワークの経済で
算出される関係数の絶対量が基準となる。知識経済では，中国，インドは絶対的な優位を持つかも
しれない。これが知識経済の支配原理である。創造は関係数に棺関して起こると規定すれば，イノ
ベーションが起こる確率は関係数と相関する。したがって，中国と米国の差は人口比と歴史の差以
上にはるかに大きい差となり，桁違いの差となる。
国家レベルで考えれば，この「デジタルの海J の大きさがナショナル・イノベーション・システ
ムの競争力となる。そこから，予想、もできない創造が生まれる。中国の昆明の民族衣装と宇宙工学
の技術がデジタルの海で融合し，画期的商品・サービスを生み出す。また，畜産でのレトロウイル
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スのデジタル情報と 1000年以前の唐三彩のデジタル情報が結びついて，新商品が生まれる。
7. 結語
工業生産における中国政府，企業の活動は，現在大きな変化の中にあった。 1979年の経済改革以
来，中国は，強力な政府のリーダーシップで市場経済化を工業において進め，固有企業の戦略を拘
束してきた。現在は，米国，日本 E Uに対して工業において生産分業を拡大し，未曾有の巨大な
世界生産の場を形成した。この結びつきは，国家の壁を超えて，年々緊密になりつつある。
しかし，中国政府のリーダーシップ対象であった国有企業の経営はその効率の低下とともに，改
革を迫られている。政府のリーダーシップを拒否してきた民営企業の台頭が米日欧との世界生産分
業を実現した原動力であった。
かつて，工業生産の80% を占めた固有企業は 現在30% にまでそのウエイトが低下し，中国政府
の計画の失敗であり，そのリーダーシップは，国有企業以外の70% の工業活動に対して向けられな
ければならない。本研究は，政府の機能はどうあるべきか，民営企業への政府のリーダーシップは，
シリコンバレーにおいて，米国政府が発揮した機能と比べてどうか，固有企業の非効率は失業をは
じめとして大きな社会問題となっているが これを解決する経営戦略は何か，特に，女性の失業は，
男性以上に大きな問題となっているが これを前向きに解決する手段としての戦略的女性とはなに
か，男女の相互進化戦略とはなにか，であった。
また，本研究は，政府の機能の限界と中国企業の現状を分析するプロジェクトの一環であるが，
特にその際のフレームワークとして 世界経済の速度の経済化，収穫逓増の経営を問題とした。
注
1) インターネット上でのソフトウェア開発は知識輸出と規定され，世界的に急増している。
2 ）標準のオープン化に関して E Uと米国は対照的である。 EU は国家戦略として，デジュール
スタンダードという世界支配の商品・ソフトのスタンダードを作り，米国のデファクトスタン
ダードによる覇権に対抗しようとしている。明らかに先進国の集団である EU は数的に米国，
日本より世界標準づくりで有利である。標準で 1 国 l 棄の投票になれば， EU の勝利は動かな
い。情報家電でソニー等の日本企業がかならずフィリップスをそのコンソーシアムに入れるの
は， EU のこの戦略が脅威であることに他ならない。
3 ）収穫逓増の特徴は，時間軸に従って商品か，事業システムか，市場が変化していくことにある。
この場合は商品がハード単体のままであれば収穫逓減になるケースでも，ソフト，サービスが
順次加わることにより，商品が連続的に変化し，収穫逓増が続くモデルである。
4 ）商品はメンテナンス過程を通じて次々商品とそのメンテナンスシステムが変化することによっ
て医療事業で収穫逓増がおこった。初期はメンテナンスシステムの変化が収穫逓培に貢献した
が，メンテナンス過程を繰り返す乙とにより，知識が蓄積され，ナレッジベースでの変化が収
穫逓増の最大の貢献となった。
収穫逓増の経営と戦略的女性 -59一
5 ）その結果，デジタル・メンテナンス・データベースにサービスのデータが蓄積され，競争企業
のロールス・ロイスに決定的な差をつけることになった。
ユーザーである世界の航空会社は， GE 社製のエンジンだけでなく，ロールス・ロイス製の
エンジンも GE に整備させるようになったのである。ボーイング 7 4 7 が飛行中に， GE のセ
ンサはエンジンの点検が必要な個所が発生していることを， GE のメンテナンス部門に通信す
る。したがって， 747 が空港についたときには，メンテナンス要員が必要部品等を準備して，
もう既に待機している。その結果， 7 4 7 は予定通り，次の目的地に安全にとびだって行ける。
6 ）日本経済新聞社2000年 1 月 16 日
7 ）例えば，マーサ氏の事業は，マーサが薦める生活雑貨の販売や使い方の提案が事業の中心であ
る。出版，テレビ番組作成にも進出， 99上半期の売上高は前年同期比30%増の 1 億 1 千 2 百万
ドルに達した。
上場初日の終値は売り出し価格の 2 倍に急上昇。翌日の米有力 2紙が一面で取り上げた。彼
女の持ち株の評価は約12億ドル（約1272億円）。その結果「マーサは，世界で最も裕副な女性
の一人になったJ 。
8 ）アップルコンビュータのパソコン「iMac」はその好例。機能や性能よりも雑貨風のデザインで
消費者に受けた。トヨタ自動車「ファンカーゴJ も乗り物というより，「自分の好きなように
使いこなせる生活空間」に見たてたとこるが消費者の心をとらえた。メーカーが技術や伝統，
高級感などにこだわっていたら これらのヒットは生まれなかった。
植物と昆虫の進化を例にとってみよう。植物は風を媒介として授精する裸子植物から昆虫を
媒介とする「花」をつける被子植物へと進化した。乙の被子植物の進化と見虫の進化が相E進
化である。
古代の森では，植物は一方的に食べられるだけの存在であった。この時代は裸子植物の時代
で，植物は大量の花粉を飛ばし子孫を増やしていた。と乙ろがコガネムシは花粉が好物である。
コガネムシは，木から木へ移動しながら花粉を食べていく。
9 ）植物は花粉を食べにきたコガネムシが，花粉を体につけて他の木の雌しべのところに運んでいっ
た。風で花粉を運び授精させるには，大量の花粉を飛ばす必要がある。ところが昆虫なら，昆
虫が食べる花粉にわずかにプラスするだけの花粉を生産すればよい。昆虫は風よりもはるかに
効率的に，雄しべから雌しべに授精させる。
コガネムシ等の見虫を呼び寄せるために，葉に色をつけ目立たせたのが“花”である。被子
植物である。さらに昆虫をより多く呼び寄せるため 植物は“蜜”をつけるように進化する。
この結果，昆虫もまた進化し，より蜜を獲得し易く進化した“蜂・蝶”が登場する。この進化
に合わせ植物もまた進化する。さらに植物は“果実”をつけるように進化していく。これに合
わせまた昆虫が進化する（NHKスペシャル『生命』より）。
10）『生産性新聞』 2000. 5.25 
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